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u ドイツ航空宇宙センター（DLR）は宇宙産業と非宇宙産業との横断による複合的なイノベー
ションを支援する取り組みとして、イノベーション・アイデアの協議会であるINNOspace
Mastersを毎年開催。

u表彰式では、毎年テーマが設定され（2016年は「Satellite 4.0」）、講演会や参加者同士の
マッチングを意図したネットワーキング・イベントが開催されている。

2016年の開催概要

出所） DLR

エンドユーザー衛星製造
地上データ統合
ソリューション

衛星データ
ソリューション

衛星運用・
データ配信

④衛星データ提供側とユーザー側のつなぎ、利用開拓
（２）独DLR・INNOspace Masters
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uオランダ宇宙局の協力の下、民間企業が運営する宇宙産業ポータルサイトNLSpaceが存在。
u メインコンテンツとして50機関を越える企業・大学・研究所・政府機関等、「宇宙×○○」に従

事する機関の検索データベースNLSpaceDirectoryがある。

NLSpace Directoryのサイト画面

分野 企業名 ビジネス概要

農業 eleaf
リモセンデータ・気象データを組み
合わせた解析を行い、収穫・水資
源の管理に資するデータを提供

水資源 FutureWater
リモセンデータを活用した水資源シ
ミュレーションを構築、適切な水資
源管理のためのデータを提供

インフラ・
都市開発・
エネルギー

SkyGeo
衛星リモセンデータと画像解析技
術を組み合わせた、都市動態・変
化の分析・統計データ作成を行う

港湾・
海運

Ocean Space Consult

リモセンデータ等を活用したマー
ケットリサーチや戦略コンサルティ
ングサービスを、港湾・海運事業者
や政府機関に対して行う

「宇宙×○○分野」に従事する企業・大学・研究所・行政をDB化

NLSpace Directoryに登録された企業の代表例

出所）NLSpace WEBサイト

u 技術開発（機器等）
u 科学研究
u 農業・食料
u 水資源・河川・港湾

u 交通
u 気候・環境
u エネルギー

エンドユーザー衛星製造
地上データ統合
ソリューション

衛星データ
ソリューション

衛星運用・
データ配信

④衛星データ提供側とユーザー側のつなぎ、利用開拓
（３）オランダ・NLSpace
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u 「宇宙」をキーワードに、新産業・サービス創出に関心をもつ企業・個人・団体等が参加するネッ
トワーキング組織として『スペース・ニューエコノミー創造ネットワーク（略称S-NET）』を創設。

u S-NETは、様々なプレイヤーが集う「場」としての役割を担うとともに、参加する企業等を積極的
に支援・コーディネートする「支援機能」を有することで、プロジェクト組成、事業創出などで多く
の成功事例を排出することを目指す。

エンドユーザー衛星製造
地上データ統合
ソリューション

衛星データ
ソリューション

衛星運用・
データ配信

④衛星データ提供側とユーザー側のつなぎ、利用開拓
（４）日本・スペース・ニューエコノミー創造ネットワーク



④衛星データ提供側とユーザー側のつなぎ、利用開拓
宇宙データ利用のイノベーション支援事例（アイディアコンテスト）

• コペルニクス・プログラムで革新的な商業アイ
ディアを公募するため、2011年にESA他がビジ
ネスアイディアコンテストを開始。

• 現在、異なる9つのテーマで各賞が設けられ、各
賞の中から総合賞「コペルニクス・マスターズ」
が選定される。

• 受賞特典：ESAビジネス育成センターからの支
援や協賛企業からのビジネスサポート支援など。

• 総合賞では、各賞での特典に加えて、『賞金2万
ユーロ』及び『6万ユーロ分の衛星画像データ』。

• Galileo計画でも2004年より同様のアイディアコ
ンテストを実施中。

コペルニクス・マスターズ
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2016年コペルニクス・マスターズ受賞アイディア

SENTINEL HUB –A SATELLITE IMAGERY WEB SERVICE
• スロベニアのSinergise社のチームによる「Sentinel Hub」

が受賞。

• アマゾン・ウェブ・サービス（AWS）のクラウド技術等を活

用して秒単位でデータ処理・配布を行い、地図作成アプ
リケーションでのデータ統合に対して使い勝手が良くコス

ト効率の良いサービスを提供する。

u欧州では、利用産業の新たなニーズの発掘を目指して、コペルニクス・マスターズと呼ばれ
るアイディアコンテストが実施されている。

（出典：Copernicus Masters HPより）

エンドユーザー衛星製造
地上データ統合
ソリューション

衛星データ
ソリューション

衛星運用・
データ配信



⑤衛星データ利活用促進のための需要の下支え等の支援
政府需要によるアンカーテナンシーの拡充
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（出典：Euroconsult, 2014, Satellite-based Earth Observation, Market Prospects To 2023より）

u年々拡大するリモセン市場において、政府による利用は常に半分以上を占める（政府によ
る需要の下支え（アンカーテナンシー）が大きい市場）。

u リモセン最大手のDigital Globe社の売上実績においても、米政府利用がおよそ60%を占める。

■ 欧州海上保安機関による民間地球観測衛星の画像購入事例

• 2016年7月13日、カナダのマクドナルド・デトワイラー&アソシ

エイツ（MDA）社は、欧州海上保安機関（EMSA）から、地球観

測衛星『レーダーサット2』の情報提供業務の受注を発表。

• 契約期間は4年間で、契約金額は最大3100万ユーロ。

• 海上保安、警察活動、国境警備、漁場管理、海洋汚染監視に

おいて、EMSAの活動を補助するために利用される見込み。

（出典：2016年7月13日付 MDA社プレスリリースより）

エンドユーザー衛星製造
地上データ統合
ソリューション

衛星データ
ソリューション

衛星運用・
データ配信
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u福井県内の宇宙産業の活性化に向け、県内に立地する民間企業を中心に「福井県民衛星
技術研究組合」を福井県と共同で設立。

u福井大学等の地元研究機関と、JAXAやアクセルスペース等が協力して「福井衛星」を製造。

我が国における地方の動向（小型光学衛星）

福井経済新戦略（平
成27年4月改訂）に

基づき設立。

経済産業省
が認可

顧問団が、技術的な助言を行う

出所）平成28年8月 福井県「福井県民衛星技術研究組合の設立について」より作成

エンドユーザー衛星製造
地上データ統合
ソリューション

衛星データ
ソリューション

衛星運用・
データ配信

福井県民衛星への取り組み体制



民間企業・宇宙産業

投資

調達

産業基盤
整備

優遇税制整備
(例: 米国ではヴァージニア州のZero G Zero Tax Act等16州以上で優遇税制を設定)

アセット
提供

データアクセスの提供
(例: NOAA :Big Data Project, ESA Open & Free Data Access (Copernicus))

専門人材提供・インキュベーションセンター設置
(例: NASA Space Portal, ESA Technology Transfer Programme Office)

商業化支援組織の設置
(例: 米国Office of Space Commerce, ESA Technology Transfer Programme Office)

法整備
(例: 商業打ち上げ法、商業宇宙法)

イノベーション
支援

(例: NASA 
SBIR/STTR,
NASA NIAC)

賞金コンテストと
ブランド化
(例: Centennial 
Challenges, ESA 
Galileo Masters)

政府調達

アンカー
テナンシー
(例：Enhanced

View)

サービス
購入

(例：NASA C3PO)

共同事業

PPP
(例：独Terra SAR-
Xの開発・運用)

JV
(例：フランス

旧SPOT社の設
立)
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欧米における産業支援策

※ 斜線部分が宇宙利用ビジネスの支援例
（NASA, NOAA, ESA等の資料を基に内閣府作成）

u様々な政府取り組みにより、民間企業・宇宙産業を支援。



27

我が国の宇宙利用（リモセン）産業の課題及び現状

u今後、宇宙利用（リモセン）産業については、宇宙以外のデータも含め様々なデータと組み
合わせたビジネスが生じると見込まれる。

p 現在、我が国の宇宙利用（リモセン）産業は、リモートセンシング画像の販売や位置提供

サービスなど、衛星から得られる一次データを中心としたビジネスが大半。

p 今後、宇宙利用産業の付加価値の中心が、高次加工データや他分野のデータとの組み合

わせにより提供されるサービス等に移ることが予想される中で、我が国では、そうした事業

創出に向けた十分な環境が整備されていない。

p また、小型衛星によるコンステレーション等の新たな技術により衛星データの質・量が向上

することで、IoT・ビッグデータ・人工知能がもたらす第４次産業革命においても、宇宙データ

の果たす役割は拡大すると予想される。
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我が国の宇宙利用（リモセン）産業の方向性検討における論点①

u宇宙利用産業の拡大に向けては、以下のような環境整備や新規産業の創出支援に向けた
取組について検討を進める必要がある。

p 衛星データ利活用促進のための環境整備

1. 衛星データの利活用の促進に向けて、

① 広く一般に利用しやすい形で多数の衛星データが整備されていること

② 衛星データを解析する等により付加価値を加え、ユーザーニーズに応じたサービス

やソリューションに昇華すること

が必要。

2. 裾野拡大に向けて、

③ 他分野のデータとの融合・組み合わせによる新たな付加価値の創造

④ 衛星データ提供側とユーザー側を積極的につなぎつつ、新たな利用開拓を行うこと

などの取り組みも重要。



29

我が国の宇宙利用（リモセン）産業の方向性検討における論点②

p 衛星データ利活用促進のための支援

Ø 衛星リモートセンシングデータの利用は、多岐にわたる分野での小ロット利用が一般

的であり、ビジネス利用開拓が自律的に進みにくい性格がある。

Ø リモートセンシングデータ利用を中心とした宇宙利用ビジネスの創出・拡大を図るため、

政府による需要の下支えは、宇宙利用ビジネスを担う事業者のベースロードの確保と

ともに、ベンチャー企業等の新規参入を促し、宇宙利用産業の市場拡大に向けた呼

び水としての役割を担うことが期待される。

u宇宙利用産業の拡大に向けては、以下のような環境整備や新規産業の創出支援に向けた
取組について検討を進める必要がある。



（参考資料）



欧米の宇宙産業構造のイメージ

• 通信 ・リモセン
共 に 大手 数社
による高寡占度

内
需

外
需

共
通

機器 利用

• 巨額な政府需要・プログラムを起点と
したベースロード確保と技術転用

• 商業化政策の推進による民間活用

• ボリューム獲得

• 既存市場成長低く
QCDの競争

• 打上げ、衛星、サービス垂直連携

• 標準化・規制競争や開発方法論競争

• 宇宙技術やデータがEnablerとなる新産業創出

– Geo-Intelligence/Autonomous motionなど
• グローバル企業によるプラットフォーム構築と通
信・リモセンなどの新インフラ構築

• 中長期的なアクセスコストの低減

政
府(

国
家
予
算
数
兆
円)

• 宇宙空間における新産業創出

– 宇宙資源探査、軌道上サービス、有人ビジネス

10～20年先の新産業（未知数）

•長期ビジョン策定や法制度整備（ex.資源探査法）
•ゲームチェンジルール導入（ex.NOAAbig data PJ）

•大手企業が買収や提携を通じて
新規需要と技術を取り込み
（例：Airbus/Oneweb）

大手企業
（売上：数千億円～1兆円/社）

ベンチャー企業

•商業化を
機会とした
市場参入
（spaceX）

リスクマネー流入と
ベンチャーエコシステム

（投資額：2000-3000億円）

既存事業のキャッシュ
に支えられた巨額投資
（投資額：数千億円）

•人材流動や買収

内
需
起
点
に

外
需
獲
得

•人材流動や買収

既存宇宙産業（＄300Bn）

IT大手や異業種企業
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•巨大なデータ基盤と
解析活用

•地上と宇宙のデータ
融合・組合せ

•グローバルスケールの
構想と提携

•新たな資金・人材・技術・
事業モデル流入

•企業数の急増



日本の宇宙産業構造のイメージ

政
府(

予
算
約3000

億
円)

• 個社毎の活動がメイン。特定領域で尖った企業も
存在するが、プレイヤー数は少数。

• 宇宙技術をEnablerとした（地上の）新産業と宇宙
を繋ぐグローバル視点・構想不足

• 世界的なビッグウェーブとグローバルアライアンス
への参加姿勢は弱い

10～20年先の新産業（未知数）

•前例のない領域やスキームゆえの難しさが存在

•動向は注視するも、欧米のような
提 携 ・ 買 収 な ど の 具 体 的 動 き
はない

•異業種等の参入
も存在

•投資余力はある
が新宇宙産業に
関する理解不足

リスクマネー
（投資：数十億）

既存事業のCF
（投資：数十億）

•連携
少数

ベンチャー企業

• 一部を除き国内
に閉じたビジネス

• 衛星を有する事業
者はごくわずか

内
需

外
需

機器 利活用

• 予算規模からベースロードに限りがあり、官需
から民需開拓の好循環となっていない。

• 機器と利用のバリューチェーン連携に課題

• 一部で海外展開実績も
あるが欧米に大きな遅れ

• QCDや技術実証等に課題

限
定
的
な

外
需
獲
得

既存宇宙産業（機器分野は約3000億円）

大手企業など
（売上：数百億円/社）

•提携や投資有

異業種企業
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• 機器市場は9割が官需
• 国土が狭く、地
上インフラとの
競合大

•有力企業は市場から
資金調達

•全体としては企業数
が限定的
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宇宙利用の今後の方向性

Positioning
• マルチGNSSによる測定精度の向上が新たなアプリ

ケーションにつながる
• 具体的にはLBS、道路交通、建設向け測量、飛行

機、海運、農業、鉄道など

Geo Intelligence
• リモセン衛星数の増加、センサー性能の向上、無料

データ提供、ビッグデータ・アナリティクス技術が組み合
わさって公共、資源、工業、サービス業、防衛などの
領域で拡大

Ubiquitous connectivity
• 低コスト通信コンステレーションなどで、新興国への

ネットアクセスの提供やコスト競争力の高いM2M・
IoTアプリケーションへ

Autonomous motion
• UAV・ドローンなどの自動化、自動車における自動

運転などでの利活用

測位
• 単純な位置提供サービス、地図情報提供

リモセン
• 衛星画像販売、防災・環境・農業モニタリング

通信・放送
• 通信回線の提供

単なるInformationからKnowledgeを活用した付加価値産業へ
Space-tec社プレゼン資料＠Global Space Technology Conventionを基に内閣府作成
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リモセン分野における欧米の支援施策事例

u欧米の政府によるリモセン産業の振興施策は、多種多様。

分類
産業課題

要素技術開発 新規事業創出 商業化

金銭的支援
（資産・資金
等）

設備・データ・
インフラ提供

非金銭的支
援（法制度・
サービス等）

法制度・税制

コミュニティ・
情報サービス

Ames Research Center (NASA)

Business Incubation Centre, Harwell UK (ESA)

Space Act of 2015  (米国政府)

INNOspace Masters (DLR)

Space Portal (NASA)

The Satellite 
Applications Catapult 

(Innovate UK)

衛星運用 データ提供 ソリューション開発 ユーザー開拓

Copernicus Masters (ESA)

Copernicus (ESA)

Thematic Exploitation Platform (ESA)

NLSpace Directory
(NSO)

ESA Sentinel Scientific 
Data Hub (ESA)

宇宙活動法 (英・仏政府)

リモートセンシング法
(ドイツ政府）

Big Data Project (NOAA)

Open NASA (NASA)

Landsat (USGS)



我が国の宇宙利用のアプローチ例
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• 宇宙システム開発利用推進機構（JSS）は、2016年

９月に宇宙利用によるサービス創造を支援するプ

ラットフォーム「宇宙ビジネスコート」を立ち上げ、

ASTERセンサーの

地球観測データを

公開し、民間のビ

ジネス化を支援し

ていく予定。

宇宙ビジネスコート

• 宇宙航空研究開発機構（JAXA） は、2011年8月か

ら「GCOM-Wデータ提供サービス」にて3衛星を、ま

た、2013年2月から「G-Portal」にて計32個の衛星セ

ンサデータをWebサイトで一般公開中。

JAXAデータ提供サービス

（出典：JAXA HPより）

GCOM-W ALOS

衛星データ利用促進プラットフォーム

• 内閣府は「衛星データ利用促進プラットフォームの

整備に関する調査」を平成22年から開始し、平成

25年まで実証開発・運用を実施。

衛星データ検索システム MADAS

• 産業技術総合研究所は、光学センサーASTERが

観測した地球観測衛星データを一般に利用しやす

いデータへ加工し無償提供中。

u日本においても、利用促進のため衛星リモセンデータを一般向けに公開するプラットフォー
ム環境が整備・運営されている。
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